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第45期第５回常任幹事会  報告  

日時 2015年７月23日(木)13：30～ 

会場 東京労働会館５階地評会議室 

出欠：竹崎、松本、丸山、南條、堀口、内村、福井、寺川、相川、阿久津、小嶋、小形、 

深沢、西銘、金澤、斎藤、杉山、植松、平井、中村、佐田、酒井、水上、坂本、金子、

西川、吉野、岡本、森松、前沢  /30（下線は欠席）議長：相川事務局次長 

 

13：30～14：00 「労働法制改悪案の国会情勢」 松本東京地評副議長 

14：00～16：00 第５回常任幹事会  

 

【会長あいさつ】社保学校は大変盛況でした。どの講演も大変良かった。特に琉球新報の

記者さんの話が身につまされるものでした。本当の意味で日本は独立国になっていないな

と思わされました。日米安保条約があり、不平等な地位協定があり、その中で沖縄の問題

がある。今回の安保法制が通ればアメリカのお先棒を担いで戦争をせざるを得なくなる。

55年前の安保改定の時思い出します。あの時は、総評や全学連などが中心でしたが、今回

は、市民が本当にたくさん参加している。暑い、2か月半頑張らなくてはならない。なん

としても廃案にしなくてはならない。体に気を付けて樺っていきましょう。 

 

１、報告   

※以下の報告を受け、確認しました。 

１、活動報告 

６月 

２６日(金)13：30～ 都民連第8回世話人会 

18：30～ 調布社保協第21回総会 

２７日(土)13：30～ 板橋社保協第54回総会 

18：30～ 消費税廃止東京各界連総会・学習会 

２８日(日)10：00～ 西多摩社保協第15回総会 

２９日(月)18：30～ 中野社保協総会 

３０日(火)12：30～ オール大塚「大塚駅前宣伝行動」 

７月 

 ２日(木)10：30～ 中央社保協第59回全国総会 

     18：30～ 小平社保協第16回総会 

     18：30～ 戦争法案反対国会前集会 

４日(土)13：30～ 生存権裁判を支える東京連絡会総会・学習会 

 ６日(月)10：00～ 東京自治研打合せ 
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 ７日(火)12：30～ オール大塚「大塚駅前宣伝行動」 

８日(水)12：15～ 定例国会前昼集会 

 ９日(木)18：30～ 戦争法案反対国会前集会 

１０日(金)15：00～ 生存権裁判を支える全国連絡会第１回代表委員会 

     18：30～ 台東社保協第２１回総会 

１３日(月)     都民生活要求大行動実行委員会要請書提出日 

     10：30～ 消費税廃止東京各界連事務局会議 

     12：00～ 消費税廃止東京各界連大塚駅前宣伝 

     13：30～ オリパラ都民の会第１８回運営委員会 

14：00～ 東京高齢者のつどいプレ企画 

１４日(火)16：00～ 介護をよくする東京の会「共産党都議団との懇談」 

18：30～ 戦争法案反対！日比谷集会 

１５日(水)18：30～ 戦争法案反対国会前集会 

１６日(木)18：30～ 戦争法案反対国会前集会 

     18：30～ 足立社保協総会 

１７日(金)10：00～ 消費税廃止東京各界連キャラバン宣伝 

２０日(月・祝)10：00～ 第43回東京社保学校 

２１日(火)16：30～ 介護をよくする東京の会事務局会議 

２２日(水)12：15～ 定例国会前昼集会 

２３日(木)13：30～ 東京社保協第５回常任幹事会 

     18：30～ 戦争法案反対国会前集会 

２、中央社保協、地域社保協の取り組み  

（１）中央社保協  

７月２日（木）10：30～ 第５９回中央社保協全国総会  資料：1～4 

（２）学習会講師、総会あいさつなど 

①６月26日(金)18：30～ 調布社保協第21回総会…相川 

②６月27日(土)13：30～ 板橋社保協第54回総会…寺川 

③６月28日(日)10：00～ 西多摩社保協第15回総会…寺川 

④６月29日(月)18：30～ 中野社保協総会…相川 

⑤７月４日(土)13：30～ 生存権裁判を支える東京連絡会第９回総会・学習会…寺川・

相川 

⑥７月10日(金)18：30～ 台東社保協第21回総会…寺川 

⑦７月16日(木)18：30～ 足立社保協総会…寺川 

メッセージ対応 

①７月４日(土)13：30～ 東京都ＡＡＬＡ連帯委員会2015年度総会 

②７月４日(土)14：45～ 社会保障推進千葉県協議会第21回総会 
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３、共闘団体報告       

１）介護をよくする東京の会  資料：5～8 

① 事務局会議 ７月２1日（火）16：30～ 

② 活動報告 

 ア、共産党都議団との懇談を7月14日に開催（会5人、都議団4人+事務局2人） 

  介護報酬引き下げによる実態や介護労働者の実態について報告し交流した。また、議

員団からは、都議会での質問内容と介護報酬削減の特養運営の影響調査アンケートの調

査結果の報告（２月実施）をうけました。 

③今後の活動計画  

 ア、引き続き、各地域での自治体への要望・懇談を重視して実施していく。 

イ、第6期事業計画の内容の4月から実施する自治体と今後実施予定自治体の比較検討な

どを実施していく。あわせて、来年１月を目途に「交流集会」を計画する。 

ウ、共産党都議団との懇談を定期的に設定していく。（当面、アンケート集計後に設定

していく） 

エ、介護保険改定の影響に関する事業所アンケートを９月に実施していく。 

④ 次回事務局会議 8月19日（水）9：30～ 自治労連会議室 

２）消費税廃止東京各界連絡会 資料：9～11 

①事務局会議 ７月１３日(月)10：30～   

②報告事項 

 ア、６月２７日「学習・活動交流会」 

参加：５０人（けんせつプラザ東京）  

 イ、キャラバン宣伝行動について 

   当面、7月17日（金）10：00～16：00 上野、浅草、北千住方面 

8月21日（金）11：00～16：30 八王子、武蔵村山、東久留米 

③次回事務局会議 ８月５日(水) 17：30～ 自治労連会議室  宣伝行動は無し 

３）第１８回オリパラ都民の会運営委員会 資料：12～13 

①運営委員会 ７月１３日(月) 13：30～ 

②新国立競技場関する緊急要請 組織委員会、ＪＳＣ、文科省 

③見直し後の競技施設視察バスツアー １０月１８日(日) 9：30集合 

④「平和とスポーツ」をテーマに講演会 ９月７日(月) 18：30～ ラパスホール  

⑤次回 ７月３０日(木) 13：30～  東京労働会館５階地評会議室 

４）第８回都民連世話人会   資料：14～17 

①世話人会 ６月２６日(金)13：30～ 

②総会 ７月３１日(金)    

 13：30～15：10 「安倍改憲問題と地方自治」 

           講師：小澤隆一・東京慈恵会医科大学教授／憲法学 
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           会場：ラパスホール 

15：20～    都民連総会 

③都議会第３回定例会日程（ほぼ確定） 

  開会日 9月18日(金)  代表質問9月29日(火)   一般質問9月30日(水) 

④開会日行動 

  9月18日(金)12：15～ 都庁第1庁舎前歩道 

⑤次回世話人会 ９月４日(金)13：30～ 東京地評会議室 

５）生存権裁判を支える東京連絡会  資料：18～21 

①第９回総会 ７月４日(土)13：30～ 板橋グリーンカレッジ 

②東京社保協からの役員派遣 

  代表委員 竹崎会長   事務局長 寺川事務局長 

③青森、熊本が最高裁に上告。広島、新潟、秋田の上告に対して最高裁が「門前払い」

の決定を1月に出しています。 

④最高裁に対して「門前払いするな」の署名と要請を行います。 

⑤全国連の取り組みに呼応して「著名人アピール」への賛同の取り組みを行います。 

⑥生存権キャラバンに取り組みます。東京連絡会は東京都に、地域の支える会は自治体 

⑦東京での新訴訟について、支援します。支援の体制、内容などは今後検討します。 

⑧第1回幹事会 7月28日(火)13：30～ 

６）第11回東京自治研に向けた6団体打ち合わせ 

①打合せ 7月6日(月)10：00～ 

②第11回東京自治研開催日程 2016年9月を予定 

③第1回実行委員会 9月30日(水)18：30～ 労働会館４階自治労連会議室 

④基調報告第1回起草委員会 9月14日(月)10：00～ 労働会館４階自治労連会議室 

７）都民生活要求大行動実行委員会 

①７月13日(月)に東京都に対して要請書を提出 

②都からの回答指定日 10月2日(金) 

③第3回実行委員会 8月28日(金)10：00～ 

４、会計報告   資料： 22～ 26 

6月度の平均執行率は、58.3％になります。収入合計は10,100,369円・94.7％です。会

費は２地域から入金されました。累計では55団体・地域で納入団体は76.4％です。 

支出合計は5,122,136円・48.0％です。宣伝費のマイナスは、パンフレットの普及分で

す。その他特別な収支はありませんでした。 

５、第43回東京社保学校の結果 

①日時 ２０１５年７月２０日(月・祝) 10：00～16：30 

②会場 けんせつプラザ東京 

③参加   資料：27～28 
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第43回 26団体82人、33地域社保協106人、その他14人 合計202人 

第42回 18団体55人、29地域社保協 85人、その他 5人 合計146人 

 第41回 19団体37人、34地域社保協 77人、その他 8人 合計122人 

第40回 15団体50人、33地域社保協 86人、その他 6人 合計142人 

第39回 22団体86人、37地域社保協134人、その他 8人、合計228人 

④決算報告 

収入 資料代（現金・１５３人分） ７６，５００円 

      （振込・ ４６人分） ２３，０００円（土建分・後日） 

合計  ９９，５００円 

支出 講師料 ９０，０００円 

講師お茶代     ３９０円  

  合計   ９０，３９０円 ※収支差額9,110円は、一般会計に入金します。 

⑤感想など 

感想文提出８４人 

 

２、協議事項  

※当面は、戦争法案廃案に向けた運動に全力を尽くしながら、地域での「安全・安心の

医療・介護大運動」に取り組む事を意思統一しました。 

１、情勢の特徴 

１）内閣支持率急落、開き直る安倍内閣 

７月20日までにマスコミ各社の世論調査が

八評されました。戦争法案を衆議院で強行し

たことで内閣支持率は急落し、共同通信で

は、支持率47.5％（６月調査）から37.7％に

9.7ポイント落ち込み、逆に不支持率は

43.0％（同）から51.6％に8.6ポイント増加

し過半数になりました。衆議院本会議での強

行採決に対して「良くなかった」が73.3％。戦争法案今国会で成立に反対68.2％で６月調

査から5.1ポイント増えています。法案反対が61.5％と賛成27.5％を大きく上回りまし

た。 

毎日新聞は７月17・18日の調査で支持35％で前回の７月4・5日の調査から7ポイント落

ち込み、不支持は51％（前回43％）とやはり過半数を超えました。強行採決に「問題だ」

は68％、「問題ではない」24％を大きく上回っています。 

国民世論の戦争法案に対する批判と安倍暴走内閣の国会運営への不満は、明白ですが、

安倍首相は、７月20日のフジテレビで「支持率だけを大切にするなら、こういう法案を通

そうとは思わない。支持率だけで政治をやっていない」と国民世論を無視する姿勢を取り

続けています。高村副総裁も19日のＮＨＫで「支持率を犠牲にしてでも、国民のために必
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要なことはやってきたのがわが党の誇るべき歴史」、菅官房長官は「野党やマスコミは戦

争法案、徴兵制復活だと宣伝している」と非難したうえで「この国会でなんとしても成立

させたい」と内閣も自民党も国民の声を無視する態度に終始しています。 

２）期限内に書類提出ができなくても「補足給付」を行う  資料：29～32 

介護保険で施設入所者に対して食費・居住費を補助する｢補足給付｣に資産要件が導入(8

月から)され、厳しい提出書類の義務付けで受給を断念する人が相次いでいます。この問

題で厚労省は７月13日に「預金通帳の写しなどの添付書類の準備に時間を要したがために

申請期限に間に合わなかった場合など保険者がやむを得ないと認める場合に、遡って補足

給付を支給することが可能である。不正の意図がない場合には加算金の対象ならない」と

の通知を厚労省老健局介護保険計画課名で通知しました。この通知は、日本共産党や民医

連など医療関係者が、利用者が締め出されないよう改善を求めていたものです。 

補足給付はこれまで入所者が非課税であれば受給できましたが、預金通帳のコピーと銀

行などへの照会同意書の提出を義務付けたため、認知症の場合など申請が困難だったり、

施設職員が代理申請しなければならないなど問題が相次いでいました。 

7月14日に開かれた参院厚生労働委員会で、日本共産党の小池晃議員は、一部の自治体

で、書類提出期限がすでに終わり、申請を諦める事態が起こっていることを指摘し、「申

請日の属する月の初日にさかのぼって効力を有するはずだ」と追及。三浦公嗣老健局長

は、「（自治体が定めた）期限を過ぎた後でも、月の末日までの申請ならその月の支給は可

能だ」と答え、８月以降も申請可能で、月末に認められれば月初めにさかのぼって支給さ

れることを明らかにしました。 

３）新国立競技場建設、白紙に戻す 

安倍首相は７月17日、2020年東京オリンピック・パラリンピックでメイン会場となる新

国立競技場について、「建設計画を白紙に戻し、ゼロベースで見直す」と表明しました。

総工費が2520億円にも膨れ上がったずさんな計画の抜本的見直しを求める国民、スポーツ

界をはじめ幅広い世論とたたかいに押されたものです。 

首相は官邸で記者団に「国民の皆さん、アスリートたちからも大きな批判があった。こ

のままではみんなで祝福できる大会にすることは困難だと判断した」とのべました。 

新競技場の総工費は２012年の当初計画は1300億円でしたが、２本の巨大なアーチ構造

を採用したことから2014年の基本設計では1625億円、今月決定した実施設計では開閉式屋

根などを後回しにしても当初の２倍となる2520億円にも膨れ上がっていました。 

ところが安倍内閣は「見直すとラグビーＷ杯や五輪に間に合わない」として計画決定を

強行。業者と契約を結ぶなど、ごり押しする姿勢を強め、「ムダ遣い」「環境破壊」「民意

無視」との批判が国民はじめ建築家、スポーツ界など各界各層から高まっていました。 

新国立競技場の建設計画を白紙撤回する方針を表明したのは、安倍政権の暴走を許さな

いと声をあげた幅広い国民、スポーツ界はじめ圧倒的多数の世論とたたかいが動かしたも

のです。 
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２、当面の重点課題 

（１）「戦争法案」廃案に向けた行動  

「戦争法案」（名称：「我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊

法等の一部を改正する法律案」及び「国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する諸

外国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する法律案」）は、戦争中の他国軍を兵たん支

援する新法の海外派兵恒久法（国際平和支援法）と、過去20数年の派兵法制・有事法制10

本をすべて海外派兵仕様に塗り替える改定一括法（平和安全整備法）の２本で構成されま

す。 

政府与党は、7月15日に強行採決し、法案は参議院に送られました。しかし、強行採決

を契機に内閣支持率は急落しています。国会の議席では絶対多数であっても追い込まれて

いるのは安倍暴走内閣であることが明らかになってきました。 

社保協は、全労連や憲法共同センターなどの取り組みに呼応して、行動に取り組みま

す。地域社保協でも地域の集会や学習会、宣伝行動など共同の取り組みをすすめます。 

１）当面の総がかり行動予定（７・８月分） 

７月 

２３日(木)18：30～ 戦争法案反対国会前集会  議員会館前 

           ・全労連など共同センターは、参院議員会館前 

２６日(日)14：00～ とめよう！戦争法案 集まろう！国会へ7.26国会包囲行動  

 国会議事堂周辺 

           ・全労連など共同センターは、国会図書館前集合 

２８日(火)     総がかり行動いっせい宣伝 全国各地 

18：30～ 戦争法案廃案！強行採決反対！大集会 

           日比谷野音 

３０日(木)18：30～ 戦争法案反対国会前集会  議員会館前 

           ・全労連など共同センターは、参院議員会館前 

８月 

 ４日(火)     総がかり行動いっせい宣伝 全国各地 

 ６日(木)18：30～ 戦争法案反対総がかり行動 議員会館前 

           ・全労連など共同センターは参院議員会館前 

１１日(火)18：00～ 総がかり行動いっせい宣伝 

           ・共同センター都内宣伝は新宿西口、茗荷谷、巣鴨、新橋、四

谷、上野、御茶ノ水など 

１３日(木)18：30～ 戦争法案反対総がかり行動 議員会館前 

           ・全労連など共同センターは参院議員会館前 

※国会情勢に対応し、緊急行動、座り込みなど検討 

※総がかり行動実行委員会は、「戦争をさせない1000人委員会」「解釈で憲法９条を壊す

な！実行委員会」「戦争する国づくりストップ！憲法を守り・いかす共同センター」

の３団体の共同です。 
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２）安倍政権ＮＯ！724首相官邸包囲 

主催は同実行委員会で、原発、安保法制、憲法、沖縄米軍基地、秘密保護法、ＴＰＰ、

消費税増税、社会保障、雇用・労働法制、農業・農協改革、ヘイトスピーチ等の各分野で

運動している団体・個人が一堂に会し首相官邸・国会を包囲する取り組みです。 

日時 ７月２４日(金) 

18：30～19：15 集会 日比谷野音 19：00～21：00 官邸包囲 

３）緊急学習会「戦争法案・安倍改憲問題の最新情勢」 

日時 ７月３１日(金) 13：30～15：00 

会場 ラパスホール 

講師 小澤隆一・東京慈恵会医科大学教授／憲法学 

主催 都民要求実現全都連絡会（都民連） 

参加費 無料 

（２）安全・安心の医療・介護を実現する大運動（一部再掲）   

１）自治体との懇談、議会請願・陳情 

「安全・安心の医療・介護を実現する大運動」は国への請願署名活動に留まるものでは

なく、国・東京都・自治体に対して、住民のいのちと暮らしを守らせ、豊かなものにさせ

る大運動です。署名運動を軸にしながら東京都、自治体に対する運動を強化しましょう。 

自治体・議会に対しては、①医療・介護総合法の撤回、②消費税再増税中止、③介護報

酬引下げ反対、④国保都道府県化をはじめとする医療保険制度の改悪反対などの意見書を

求めます。 

医療では、①国保料（税）の独自軽減制度、②子ども・高齢者の窓口負担軽減、③国保

加入者の無料健康診査、人間ドックの助成制度、④国保証の窓口留置きの中止、⑤機械的

な差押え、短期証・資格書の交付をするな、 

介護では、①総合支援事業移行時に本人・家族が希望した場合に無条件で介護認定を受

けさせる、②専門家による介護サービスから無理に「多様なサービス」に切り替えない、

③特養待機者のうち要介護1・2の方を機械的に外さない、などを自治体に要求します。 

２）東京独自の署名の取り組み  資料：33 

署名の目標 30万筆  到達：７月２２日現在133,837筆（44.6％）   

現在取り組んでいる「安全・安心の医療・介護を求める」請願署名については、当面引

き続いて取り組みます。秋以降の全国署名は、現在中央社保協で検討中です。東京では、

総会で決めた都議会あての国保改善署名の準備に入り、関係団体と協議の上、請願項目を

確定します。 

３）「安全・安心の医療・介護大運動」東京集会実行委員会での行動 

介護第６期が４月にスタートしました。介護報酬の引下げや一部自治体での総合支援事

業への移行も行われています。また、東京での「医療費適正化計画」「地域医療ビジョ

ン」の策定などが進められますので、秋を目途に実態を告発する集会を計画します。 



20150723第５回常任幹事会 

- 9 - 

 

３、マイナンバー法改悪反対の共闘組織結成に向けた準備  

マイナンバー制度については、法の改定案が国会に上程され、来年1月から実施に移さ

れようとしています。庶民増税や社会保障制度改悪に利用され、国民の管理・統制強化や

戦争動員への利用や個人情報漏出やなりすまし犯罪の危険も指摘されています。 

このような状況の中で、東京地評の呼びかけで、マイナンバー制度の法改悪反対と実施

延期などで一致できる団体での共闘組織に向けて準備会を結成することになりました。東

京社保協は、中央社保協とともに共闘組織に参加します。 

準備会 7月29日(水)18：30～ 全労連会館 

準備会への参加を呼びかけた団体：中央社保協、不公平税制を正す会(検討中)、全商

連、自由法曹団(検討中)、全労連、出版労連、東京土建、東京地評 

共闘組織結成 8月 ＊準備会団体で広く参加を呼びかけ 

４、要請事項、その他 

（１）学習会講師、総会あいさつなど 

①７月29日(水)10：00～ 年金者組合都本部大会…寺川 

①８月18日(火)18：30～ 渋谷社保協総会…寺川 

①９月６日(日)09：30～ 福保労東京地本第36回大会…寺川 

②９月８日(火)     西東京社保協学習会…寺川 

③９月26日(土)13：30～ 杉並社保協総会・学習会…寺川 

④10月９日(金)18：30～ 医療・介護・高齢者のくらし『情報交換会』学習会…寺川 

（２）当面の日程（現在決まっている日程・予定含む、都合で変更もあります） 

７月 

２３日(木)18：30～ 戦争法案反対国会前集会 

２４日(金)18：30～ 安倍政権ＮＯ！0724首相官邸包囲 

２６日(日)14：00～ とめよう！戦争法案 集まろう！国会へ7.26国会包囲行動 

２８日(火)12：30～ オール大塚「大塚駅前宣伝」 

13：30～ 生存権裁判を支える東京連絡会幹事会 

     18：30～ 戦争法案廃案！強行採決反対！大集会 

２９日(水)10：00～ 年金者組合都本部大会 

18：30～ マイナンバーに反対する連絡会準備会 

３０日(木)13：30～ オリパラ運営委員会 

18：30～ 戦争法案反対国会前集会 

３１日(金)13：30～ 都民連総会・学習会 

８月 

１日～２日（土・日）第６１回日本母親大会（兵庫） 

１日～３日（土～月）第４７回全国保育合研（東京） 

４日(火)12：30～ オール大塚「大塚駅前宣伝」 

５日(水)14：00～ 中央社保協第１回運営委員会 
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４日～９日（火～日）２０１５年原水爆禁止世界大会（広島・長崎） 

 ５日(水)12：15～ 定例国会前集会 

14：00～ 中央社保協第１回運営委員会 

17：30～ 消費税廃止東京各界連絡会事務局会議 

18：30～ 水曜夕暮れ官邸前・このまますすむと困っちゃう官邸前集会 

 ６日(木)18：30～ 戦争法案反対 総がかり国会行動 

１１日(火)12：30～ オール大塚「大塚駅前宣伝」 

１３日(木)18：30～ 戦争法案反対総がかり国会行動 

１８日(火)18：30～ 渋谷社保協総会 

１９日(水)09：30～ 介護をよくする東京の会事務局会議 

２１日(金)     消費税廃止東京各界連キャラバン宣伝 

          都民生活要求大行動実行委員会重点項目集約日 

２２日(土)10：00～ 埼玉社保学校 

２５日(火)13：00～ 生存権裁判を支える全国連絡会第１回事務局会議 

２７日(木)13：30～ 東京社保協第６回常任幹事会 

２８日(金)10：00～ 第３回都民要求大行動実行委員会 

     15：00～ 生存権裁判を支える全国連絡会第２回代表委員会 

３１日(月)13：30～ 中央社保協関東甲ブロック第１回事務局長会議 

９月 

 ２日(水)14：00～ 中央社保協第２回運営委員会 

 ４日(金)13：30～ 都民連第１回世話人会 

 ６日(日)09：30～ 福保労東京地本第３６回大会 

 ７日(月)18：30～ 「平和とスポーツ」講演会 

８日(火)     西東京社保協学習会 

     18：30～ 「平和とスポーツ」テーマの講演会 

１４日(月)10：00～ 第１１回東京自治研第１回起草委員会 

１５日～１６日（火・水） 第２９回日本高齢者大会（和歌山） 

１８日(金)12：15～ 都議会第３回定例会開会日行動 

     13：30～ 都知事要請行動（予定） 

２４日(木)13：30～ 東京社保協第７回常任幹事会 

２６日(土)13：30～ 杉並社保協総会・学習会 

２７日(日)     東京地評大会 

３０日(水)18：30～ 第１１回東京自治研第１回実行委員会 

10月 

 ２日(金)     都民生活要求大行動実行委員会回答指定日 

 ７日(水)14：00～ 中央社保協第３回運営委員会 

 ９日(金)18：30～ 第３回「医療・介護・高齢者のくらし『情報交換会』 

１５日～１７日（木～土）中央社保協第４３回社保学校（横浜市で開催） 

１８日(日)09：30～ オリパラ都民の会「変更された競技場」視察バスツアー 
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２２日(木)13：30～ 東京社保協第８回常任幹事会 

２２日～２３日（木・金）全建総連関東地協「大手企業交渉」 

２８日～３０日（水～金）全建総連大会 

11月 

 ４日(水)14：00～ 中央社保協第４回運営委員会 

１４日～１５日（土・日） 新婦人全国大会 

１６日(月)13：00～ 第２７回東京高齢者のつどい 

２６日(木)13：30～ 東京社保協第９回常任幹事会 

２８日(土)     東京母親大会 

12月 

 ２日(水)14：00～ 中央社保協第５回運営委員会 

２４日(木)13：30～ 東京社保協第１０回常任幹事会 


